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令 和 8 年 度 事 業 計 画 書 

 

第１ 事業活動方針 

暴力団六代目山口組と神戸山口組、絆會及び池田組との対立抗争は、昨年４月に 

六代目山口組が一方的に抗争終結宣言の誓約書を兵庫県警に提出したものの、相手

方の神戸山口組等が応じていないため正式な抗争終結とは認められず、依然として

予断を許さない状況が続いている。現在、12 府県 22 市 2 町(愛知県～名古屋市・あ

ま市・刈谷市・武豊町)を警戒区域に指定し、抗争拡大の封じ込めに努めている。 

一方、暴力団勢力は、全国では 18,800人、愛知県で 810人と年々減少傾向が続い

ているが、組織のアウトソーシング(匿名・流動型犯罪グループ等(以下トクリュウ

と称す)への外部委託)を進めていることもあり、数字的減少が暴力団の衰退に直結

するとまでは言い切れない。そして、今や、暴力団と並んで治安上大きな脅威とな

っているトクリュウと結託し、資金獲得活動の「見えない化・ステルス化」を一層

加速させている。このトクリュウは、アメーバーのように離合集散を繰り返しなが

ら、匿名性の高い通信手段を使って役割を細分化させ、特殊詐欺や強盗等様々な犯

罪を敢行しており、指示役への突き上げは極めて困難で、警察につかまるのは闇バ

イト等の SNS で使い捨ての実行犯として集められた青少年たちで、収益は自分た

ちの懐に入るシステムを巧妙に構築している。また、繁華街における客引き、スカ

ウト、オンラインカジノ、更にはこれら様々な犯罪収益のマネーロンダリングにも

深く関与し、その収益の一部が暴力団の系列企業の事業資金になる等、事業者の健

全な経済活動にも重大な悪影響を及ぼしながら自らの勢力を拡大させている。 

こうした情勢の中にあって、いかに県民、事業者、行政機関の皆さんの暴排意識を 

劣化させることなく、効果的な暴力追放運動を推進していくことができるかが、今後

の暴追センターの大きな課題である。資金獲得活動の「見えない化」「ステルス化」

を加速させる暴力団や暴力団と一体となって様々な犯罪行為を繰り返す「トクリュ

ウ」に効果的な打撃を与えるには、地域、職域、官民一体となって暴排意識の覚醒に

努め、属性照会をはじめ、暴排条項、表明確約事項といった暴排手続きの確実な履行

を図る等、地道な暴排活動を一つひとつ積み上げ、隙のない暴力団包囲網を構築して

いくことが重要である。 

愛知県警察においては、本年も「安心」して暮らせる「安全」な愛知の確立を目

指し、最重要課題の筆頭に「暴力団の壊滅」を掲げ、取締りと暴力団排除活動を軸と

した暴力団対策を強力に推進するものである。 

暴力団排除活動推進の中核的役割を担う愛知県暴力追放運動推進センターとして

は、警察、民暴委員会、自治体、県下暴排組織等との連携を一層強化し、次の事項を

重点として県民総ぐるみの暴力団排除活動を強力に推進する。 
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第２ 事業の重点  

  １ 暴力団排除の広報・啓発事業  

      

  ２ 地域･職域における暴力団排除活動支援事業  

    

３ 暴力相談事業  

   

  ４ 不当要求防止責任者講習事業 

 

  ５  暴力団組員の離脱促進、社会復帰支援及び少年被害防止事業 

 

 ６ 暴力団被害救済事業 

   

第３ 事業推進内容 

   1 暴力団排除の広報・啓発事業                                         

(1)  安全なまちづくり愛知県民大会の開催                              

         愛知県、愛知県警察及び防犯協会連合会と合同で「安全なまちづくり愛知

県民大会」を開催し、暴力追放に功労のある団体・個人に対し感謝状を贈呈、

顕彰するとともに、防犯寸劇、アトラクション等を通じ、広く県民各層に暴

力団排除意識の高揚とその浸透を図る。 

(2)  暴力追放セミナーの開催                                                                    

     賛助会員、地域・職域の暴力排除団体関係者及び行政機関職員等を対象に

「暴力追放セミナー」を開催して、愛知県警察組織犯罪対策局長による基調講 

  演、愛知県弁護士会民事介入暴力対策委員による特別講演、寸劇・パネルデ

ィスカッション等を通じて、最近の暴力団やトクリュウの実態、資金獲得活

動、繁華街におけるぼったくり事案等を紹介し、ぼったくりの実態、被害を

防ぐための留意事項や対応要領等について知識の浸透を図る。 

(3)  広報資料による普及宣伝活動                                      

         新たに賛助会員、暴力追放推進委員となったスポーツ団体の発信力を活用 

したインパクトのある広報活動に努め、暴追センターの各種事業の普及宣伝 

活動を効果的に推進する。また、機関誌「暴追あいち」、ホームページ等を 

通じて、最新の暴力団情報の提供や暴追センターの活動状況を紹介する。 

      パンフレット、チラシ、ステッカー等の広報啓発資料の見直しにも努め、 

 暴力団排除意識の高揚を図るとともに、賛助会員である企業等に対し、暴力 

追放啓発ビデオの貸し出しを行い、不当要求に対する事業所の組織的な対応 

要領の基盤づくりを支援する。 

   (4)  功労団体・個人の表彰具申 

      県、市町村、警察、弁護士会及び地域・職域等の暴排関係団体と連携して、  
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暴力団排除活動に功労があった団体・個人の表彰該当者を把握し、全国及び

中部管区表彰を具申する。                                

 

２ 地域･職域における暴力団排除活動支援事業                             

   (1)  地域と一体となった暴力団排除活動の推進                          

     地域暴排組織として県下の各警察署管内に設置されている暴力追放協議会 

  が行う暴力団排除活動を積極的に支援するとともに、連携を強化して地域

住民と一体となった草の根的な暴力追放運動を推進する。 

   (2)  企業等における暴力団排除活動の支援                             

         職域暴排団体の活動を積極的に支援し、各業界からの暴力団排除を効果的

に推進するため、企業等に対し最新の暴力団情報を提供し、暴力団の本質、

実態を周知・徹底させるとともに、反社会的勢力による被害を防止するため

の企業指針 5原則である「①組織的対応②外部専門機関との連携③取引を含

めた一切の関係遮断④有事における民事と刑事の法的対応⑤裏取引や資金提

供の禁止」を遵守するための啓発と支援に努める。 

     また（株）名古屋グランパスエイトと昨年６月に暴力追放運動に関する協

定を締結したことから、プロ野球業界に続いてプロサッカー業界においても、

健全な発展と社会的使命を果たすため、暴力団排除活動を強力に推進すると

ともに、更に、この流れを他のプロスポーツ業界にも波及させるよう努める。 

    (3)  暴力団情報の提供 

         愛知県暴力団排除条例等に定める事業者の責務として、契約の相手方が暴 

   力団関係者でないこと等を確認するためのデータベースの構築を支援する

ために､平成 27年 7月から暴力団関係者の検挙情報等の提供を開始している

が、情報漏洩防止対策を徹底するとともに、更なる情報提供先の拡大と内容

の充実を図る。 

   

３ 暴力相談事業                                                 

    (1)  暴力追放相談委員による暴力相談の実施 

         弁護士、保護司、少年指導委員及び警察官ＯＢを暴力追放相談委員に委嘱 

       して、面接、電話等により広く県民からの暴力相談に応じ、暴力団被害の未 

      然防止及び救済を図る。                                          

     

(2） 愛知県弁護士会民事介入暴力対策委員会弁護士による法律相談の実施        

愛知県弁護士会民事介入暴力対策委員会弁護士が、毎週火曜日・木曜日の 

     午後 1時 30 分から午後 4時までの間、暴追センター相談室において暴力相  

 談を無料で実施する。                            

     

４ 不当要求防止責任者講習事業 

   (1)  不当要求防止責任者講習の実施                                   
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       暴対法第 14条第２項に基づき、事業所及び国、地方公共団体等行政機関 

       の不当要求防止責任者に対して、愛知県公安委員会の委託を受け、愛知県 

   警察、愛知県弁護士会と連携の上、不当要求防止責任者講習を実施する。  

   (2)  講習受講者の拡大と講習内容の充実 

         未だに不当要求防止責任者を選任していない事業所も多いことから「愛知

県暴追センターホームページ」、機関紙「暴追あいち」及び各種会合等を利

用して、受講の勧奨を図るとともに講習内容の充実に努める。 

  （3） 講習のオンライン化 

     不当要求防止責任者講習のオンライン化については、既に特例講習、一般 

講習の一部において実施中であるが、引き続き愛知県警察捜査第４課と連携

して、一般講習オンライン化の更なる拡大と行政講習のオンライン化実現を

目指す。 

   

５  暴力団組員の離脱促進、社会復帰支援及び少年被害防止事業 

  （1） 暴力団からの離脱支援及び加入阻止 

        愛知県暴力団離脱者対策協議会（警察・弁護士会・法務省・保護司会等 14

機関及び 離脱者受入企業 75社）と連携して、暴力団からの離脱支援並びに加

入を阻止するための活動を推進する。 

(2)  暴力団離脱者への社会復帰支援対策 

  受入企業に対する雇用給付金制度、身元保証制度による経済的バックアッ

プと暴力団離脱者の社会復帰支援の必要性について、暴追協議会や責任者講

習等、あらゆる機会を通じて広報啓発活動を実施したところ、これまでに受入

企業 75 社を確保するとともに、暴力団離脱者 23 名の就労支援と 2 名の口座

開設を実現した。今後、受入企業の業種の更なる拡大と離脱者の就労の定着

化、金融機関の理解がなかなか得られない口座開設支援を推進する。 

  また、39都道府県の離脱者社会復帰対策協議会と締結した連携協定の積極 

的運用を図り、離脱者に対する広域的な就労支援活動を一層推進する。 

   (3)  青少年に対する指導 

        高齢化が進む暴力団は若手組員の引き入れに必死になっており、最近では、

トクリュウと共謀して闇バイトを通じて犯罪傾向のない青少年を特殊詐欺や

強盗等の使い捨ての実行犯として巻き込み組織に引き入れるケースが増加し

ている。暴追センターとしては、警察と連携して少年院生等を対象とした講話

・個別面談を積極的に開催し、暴力団から青少年を切り離す活動を積極的に推

進する。また、闇バイト撲滅対策として、県下の公私立高校生を対象に暴排教

育を実施し、闇バイトの実態、見分け方、対処方法、自分や家族に対する将来

のリスク等について教養し、高校生の闇バイト拒絶意識の高揚に努める。 

愛知県少年指導委員及び暴力追放推進委員に対しては、青少年に対する暴力

団からの影響の排除及び暴力団に関する情報収集等の活動要領についての研

修会を行い、暴力団被害の防止と青少年の健全育成に努める。 
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６ 暴力団被害救済事業 

（1） 訴訟費用等の無利子貸付 

     暴力団員による暴力的不法行為等に係る被害の救済を図るため、暴力団又

は暴力団員を相手側当事者とする民事訴訟に要する諸費用について、無利子

貸付を積極的に実施している。特殊詐欺のような全国的広域犯罪の場合で、被

害者の救済を図ることが愛知県内の暴力団又は暴力団員の不当行為の防止に

資すると判断される場合は、被害者が愛知県内に居住したり、活動の基盤を有

しなくとも訴訟費用の無利子貸付ができるようになった。今後は暴力団員だ

けでなく、トクリュウによる被害も視野に入れることを検討し、警察、民暴委

員会と引き続き連携して被害者救済の範囲拡大に努める。 

(2)  暴力団事務所の排除  

        地域における既存の暴力団事務所の撤去や新規事務所の進出阻止等の住民

運動を支援し、警察、行政、弁護士会等との連携により、暴力団事務所の排除

を推進する。なお、国家公安委員会から暴力団事務所の使用差止め請求に係る

「適格センター」として認定を受けている当暴追センターは、名古屋市内の六

代目山口組系列の暴力団事務所付近住民等から委託(授権書の提出)を受けた

上で、民暴委員会弁護士による弁護団に訴訟手続きを委任し、昨年 12 月 26

日、同組事務所の使用差止めの仮処分申立請求を行っており、仮処分申立決定

後は、本訴訟提起に向け準備を行う予定である。 

(3) 被害者見舞金の支給 

     警察と連携して支給対象事案を把握し、暴力団員の暴力的不当行為等によ

り傷害又は財産に対する損害を受けた被害者に対して見舞金を支給する。こ

れも訴訟費用等の無利子貸付と同様、トクリュウによる被害についても見舞

金支給を検討する。 

(4) 暴力排除顕彰金の支給 

        暴力団等反社会的勢力からのみかじめ料等の不当要求を拒絶する等、暴力団 

   の排除活動に積極的に協力し、特に他の模範となる者に対して暴力排除顕彰

金を支給する。これも排除の対象を暴力団だけでなくトクリュウにも拡大し

て顕彰金を支給することを検討する。 

 

7 その他 

 (1) 暴力団情報の収集及び暴力団対策の調査研究活動事業 

 ア 暴力追放推進委員による情報収集活動等 

          地域・職域において、理事長が委嘱した暴力追放推進委員の活動を通じて、 

   暴力団事務所周辺等における暴力団の動向をはじめとする関係情報の収集

と地域・職域からの暴排活動の推進を図るとともに、暴力団排除活動等に関

する意見、要望を汲み上げこれを各種事業に反映させる。 

 イ 全国暴追センター等との連携及び暴力団情報の収集 

          全国暴追センターをはじめ各都道府県暴追センターと緊密に連携を図り、 
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  暴力団情報の交換を行うとともに、新聞、雑誌等あらゆる公刊資料を活用し 

   て暴力団関係資料の収集と充実を図る。 

  (2) 関係機関との連携強化 

      ア 愛知県暴力排除団体連絡会 

          26 の職域別に組織されている暴力団排除対策協議会で構成する「愛知県

暴力排除団体連絡会」に積極的に参画し、各業界で把握する暴力団情報の交

換を行い効果的な暴力団対策を推進する。 

 イ  全国及び各都道府県暴力追放運動推進センター 

     全国暴力追放運動推進センター及び各都道府県の「暴力追放運動推進セ

ンター」と緊密に連携し、広域的な暴力団追放運動を推進する。 

ウ 三者協定の実質的な運用 

      平成 31 年 3 月に愛知県警察及び愛知県弁護士会とで締結した「三者協定」 

     を基に三者間の連携を一層強化して実質的な運用を図り、民事介入暴力等

から県民の安全、安心を確保する。  

 

第４ 愛知県暴追センターの財政基盤の強化 

      暴力団排除活動の中核的役割を担う当暴追センターが、県民の求めに的 

確に対応した事業を推進するためには、強固な財政基盤の確立が必要不可欠で

ある。世界的な気候変動に伴う地震、大雨等の災害をはじめ、原材料の高騰に伴

う物価高と人手不足による人件費の高騰等、先の見えない社会経済情勢が続く

中、基本財産の適切な運用による利息収入をはじめ、賛助会員の拡充、寄付金の

拡大に努めて収益の増加を図るとともに、事業の合理化、効率化、支出の見直し

を強力に推進し、健全・強固な財政基盤を確立する。         
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◇ 月 別 事 業 計 画 

 

月 別 事  業  概  要 実施時期 

令和 8年  

４月 

○ 非常勤暴力追放相談委員委嘱及び研修会の実施 

○ 全国暴力追放相談委員・講習担当者研修会への参加 

上 旬 

下 旬 

５月 

○ 監事監査 

○ 第１回理事会の開催 

○ 定時評議員会の開催 

○ 臨時理事会の開催 

上 旬 

中 旬 

下 旬 

６月 

○ 中部ブロック暴力追放運動推進センター連絡協議会

への参加 

○ 暴力追放推進委員研修会の開催 

中 旬 

７月 

○ 機関誌「暴追あいち夏季号」の作成・配布 

○ 全国暴追センター専務理事・事務局長等研修会への 

出席 

○ 少年指導委員研修会の実施 

○ 暴力追放セミナーの開催 

上 旬 

 

下 旬 

８月 ○ 夏の少年非行防止活動への協力 月 間 

９月 ○ 愛知県暴力団離脱者対策協議会の開催  上 旬 

１１月 
○ 全国暴力追放運動中央大会への参加 

○ 愛知県暴力排除団体連絡会の開催 

 

下 旬 

 

１２月 ○ 年末・年始暴排運動への協力・支援 
12月～翌 1

月 

令和９年 

１月 

○ 機関誌「暴追あいち新年号」の作成・配布       

○ 安全なまちづくり愛知県民大会の共同開催 

上 旬 

中 旬 

  下 旬 

   ２月  ○ 令和 9年度予算（案）及び事業計画書の策定    下 旬 

３月 ○ 第２回理事会の開催 上 旬 
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随 時 

 

 

 

 

 

 

○ 不当要求防止責任者講習の実施 

○ 地域、職域の暴排組織・団体が行う総会等への参加 

○ 地域暴排組織に対する活動助成・支援 

○ 県下公私立高校に対する暴排教育の実施 

○ 北区暴力団事務所使用差止等請求訴訟に係る住民説明会の開催等 

○ 暴力団追放ビデオ、暴追グッズ等の貸し出し 

○ 暴排研修会等への講師派遣と資料提供 

○ 離脱者受入企業の募集と離脱者就労支援 

○ 賛助会員の募集 

○ 愛知県警察が取り組む暴力団総合対策等各種強化月間への協力 

 

 


